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工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
や
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
モ
ノ
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
）
と
い
っ

た
第
４
次
産
業
革
命
が
進
み
、
新
た
な

知
識
や
発
想
が
経
済
成
長
の
大
き
な
源

泉
と
な
る
。
教
育
は
未
来
を
担
う
次
世

代
へ
の
投
資
で
あ
る
と
と
も
に
、
貧
困

の
連
鎖
を
断
ち
切
る
鍵
で
も
あ
る
。

　
安
倍
晋
三
首
相
は
６
月
19
日
の
記
者

会
見
に
お
い
て
、
高
等
教
育
の
無
償
化

や
大
学
改
革
な
ど
を
柱
と
す
る
「
人
づ

く
り
革
命
」
の
推
進
を
打
ち
出
し
た
。

　
も
っ
と
も
、
教
育
の
無
償
化
に
は
財

源
が
要
る
。
自
由
民
主
党
・
教
育
再
生

実
行
本
部
の
「
第
８
次
提
言
」
の
資
料

に
よ
れ
ば
、
大
学
・
専
門
学
校
を
含
む

高
等
教
育
の
授
業
料
を
無
償
化
し
た
場

合
、
必
要
な
財
源
は
約
３
・
７
兆
円

（
消
費
増
税
１
・
４
％
分
）
と
い
う
。

所
得
制
限
（
年
収
９
０
０
万
円
以
下
の

世
帯
）
を
設
け
た
場
合
で
も
２
・
７
兆

円
（
同
１
％
分
）、
年
収
３
０
０
万
円

未
満
の
世
帯
の
授
業
料
を
全
額
免
除
、

同
５
０
０
万
円
未
満
の
世
帯
の
授
業
料

を
半
額
免
除
に
し
た
場
合
は
、
０
・
７

兆
円
程
度
の
財
源
が
必
要
だ
。
厳
し
い

財
政
状
況
下
で
、
こ
の
よ
う
な
財
源
を

毎
年
確
保
す
る
の
は
容
易
で
は
な
い
。

　
一
部
の
有
識
者
が
注
目
し
て
い
る
の

が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
「
高
等
教
育

拠
出
金
制
度
」（
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｓ
）
で
あ
る
。

い
わ
ゆ
る
出
世
払
い
で
、
在
学
中
の
授

業
料
は
無
料
と
し
、
卒
業
後
に
所
得
に

応
じ
て
課
税
方
式
で
授
業
料
を
返
還
す

る
も
の
。
約
８
割
の
学
生
が
給
付
を
受

け
て
い
る
。
卒
業
後
の
課
税
所
得
が
５

万
３
３
４
５
豪
㌦
（
約
５
０
０
万
円
）

を
超
え
た
場
合
、
課
税
所
得
に
応
じ
て

４
～
８
％
の
返
還
率
で
返
還
を
行
い
、

返
還
総
額
が
貸
与
総
額
に
達
し
た
時
点

で
返
還
終
了
と
な
る
。

　
日
本
に
お
い
て
は
、
日
本
学
生
支
援

機
構
が
17
年
４
月
に
導
入
し
た
「
所
得

連
動
返
還
型
奨
学
金
制
度
」
が
Ｈ
Ｅ
Ｃ

Ｓ
に
近
い
。
卒
業
後
に
所
得
に
連
動
し

た
課
税
対
象
所
得
の
９
％
分
を
返
還
す

る
。
最
低
返
還
月
額
２
０
０
０
円
が
存

在
す
る
が
、
年
収
３
０
０
万
円
以
下
の

場
合
は
返
還
を
基
本
的
に
猶
予
さ
れ
る
。

　
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｓ
で
は
13
年
６
月
時
点
で
約

７
０
０
０
億
円
の
赤
字
が
発
生
し
て
お

り
、
拡
大
傾
向
に
あ
る
。
日
本
で
も
税

金
か
ら
の
補
塡
は
必
須
と
な
る
。

　
石
油
な
ど
の
資
源
が
少
な
い
日
本
で

は
人
材
こ
そ
が
最
大
の
資
源
だ
。
だ
が
、

教
育
を
錦
の
御
旗
に
し
た
安
易
な
バ
ラ

マ
キ
は
許
さ
れ
ず
、
財
政
の
限
界
も
念

頭
に
冷
静
な
検
討
を
期
待
し
た
い
。

Data

高等教育の無償化は
バラマキ的な政策
奨学金で対応せよ

数
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字

る
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出所：自由民主党・教育再生実行本部「第8次提言」

大学・専門学校を含む高等教育の
授業料を無償化した場合に必要な財源
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